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南陽市 税務課 （市町村コード 062138） 

〒９９９－２２９２ 山形県南陽市三間通４３６番地の１ 

 

課税内容・異動届出書等については・・・市民税係（電話 0238-40-0258） 

納入等については・・・・・・・・・・・収納係（電話 0238-40-0263） 

特別徴収事務についてのお問合せ

は 
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(2) 納入書を使って納入 

各納税者から徴収した月割額の合計額を同封してある「納入書」によって、 

4 ページに記載している金融機関で納入してください。 

(3) 金融機関が提供するインターネットバンキングで納入 

インターネットバンキングについては、金融機関にお問合せください。 

７ 退職者の一括徴収の場合（2ページに詳細な説明があります。） 

    退職などにより一括徴収した税額は、他の従業員にかかる特別徴収税額とあ

わせて納入してください。この納入税額は、納入書の「給与分」税額欄に他の

在職者の月割額と合計して記入することになりますので注意してください。 

８ 納期限後納入にかかる延滞金及び督促手数料 

 納期限までに納入がない場合は、納期限後 20日以内に督促状が送付されま

す。なお、督促手数料は 1通につき 100円です。 

 納期限までに月割額を完納しないため督促を受け、かつ、その督促状を発

行した日から起算して 10日を経過した日までに、この月割額に係る徴収金を

完納しない場合は、滞納処分を受けることになります。 

  納期限までに月割額を完納しないときは、納期限の翌日から納付の日までの

期間に応じ、延滞金特例基準割合（租税特別措置法第９３条第２項に規定する

平均貸付割合に、年１％を加算した割合）に年 7.3％(納期限の翌日から 1月を

経過する日までの期間については、延滞金特例基準割合に年１％を加算した割

合(当該加算した割合が年 7.3％を超える場合には、年 7.3％の割合))を加算し

た割合を乗じて計算した額の延滞金を徴収します。 

９  特別徴収税額の変更 

   市民税・県民税・森林環境税の特別徴収税額を通知した後に、税額を変更す

る必要が生じたときは、税額変更通知を送付します。「納税義務者用」について

は、納税者に直ちに送付してください。 

 

 

 

 

１ 特別徴収とは 

  ６月から翌年５月まで毎月事業主が給与から天引きした税額を、納税義務

者個人に代わって納めていただく制度です。 

 （地方税法第 321条の 3及び第 321条の 5並びに市税条例第 36条及び第 38条） 

２ 特別徴収義務者とは 

  給与の支払いをする際、所得税を徴収する義務がある事業所で、市税条例

第 37 条の規定により指定された事業所をいいます。 

３ 特別徴収される人 

  令和６年 1 月 1 日から令和６年 12 月 31 日に給与の支払いを受け、令和７

年 1 月 1 日現在南陽市に住所を有し、かつ 4 月 1 日現在において給与の支払

いを受けている人をいいます。 

４ 税額通知について 

 (1) 特別徴収税額通知は、書面及び電子のいずれかの方法で送付しておりま

す。「特別徴収義務者用」と「納税義務者用」がありますので、「納税義務

者用」をすみやかに各納税者に送付してください。 

 (2) 年税額が均等割額に相当する金額以下の方については、第 1 期（6 月分）

に全額を納入してください。 

５ 納期限 

  月割額を徴収した翌月 10 日(10日が土・日・祝日の場合は翌営業日)です。 

６ 納入方法 

(1) 地方税共通納税システムで納入 

地方税共通納税システムとは、全ての都道府県・市区町村へ事業所等のパソコンか

ら電子納税できる仕組みです。複数の地方公共団体に一括で納税することもできます。 

地方税共通納税システムを利用するメリットとして、ダイレクト納付（事前に登録

した口座からの直接納付）ができる、納税窓口まで足を運ばなくてもよい、市税以外

（法人県民税、法人事業税等）にも対応している等があります。 

詳細は、ｅＬＴＡＸホームページ(https://www.eltax.lta.go.jp)をご覧ください。 
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１ 退職などの場合 

  退職などにより給与の支払いを受けなくなった場合は、給与の支払いを受

けなくなった月の提出期限までに「特別徴収にかかる給与所得者異動届出書」

に退職した人の住所、氏名、特別徴収税額《年税額》、徴収済税額、未徴収税

額、異動の事由等を記入して提出してください。 

※提出期限は 6ページを御覧ください。 

 給与から徴収できなくなった税額の納入方法には、次の 2つがあります。 

 (1) 退職者の一括徴収 

   特別徴収税額の残っている従業員が退職し、次に該当するときは残税額

を一度に徴収し、事業主が納税してください。 

① 退職の日が令和７年 6月 1日から 12月 31 日までの場合 

    その事由が発生した翌月以降の未納額は納税者と話し合いのうえ、一

括徴収の申し出がある場合は、残税額をまとめて最終差引月の翌月分と

して納入してください。 

② 退職の日が令和８年 1月 1日以降の場合 

    その事由が発生した翌月以降の未納額を納税者の申し出がなくても必

ず一括徴収し、最終差引月の翌月分として納入してください。 

    (地方税法第 321条の 5第 2項) 

  ※ 注 意 点 

    「特別徴収にかかる給与所得者異動届出書」の「A.一括徴収」欄に、

納入予定月分、徴収予定額、徴収予定日と、異動した給与所得者への一

括徴収に対する確認状況を記入してください。 

  

 

 (2) 退職者の普通徴収 

   (1)の①の場合で一括徴収しなかった場合は、南陽市から納税通知書を本

人に送付し、本人が直接納付することになります。 

 

納税管理人の指定 

海外への転出等により市税の納付が困難な場合は、納税管理人を指定 

してください。 

 

２ 転勤の場合 

  勤務先が変わり、新しい勤務先でも引き続いて特別徴収されることを納税

者が希望したときには、特別徴収を継続いたします。その際は、新しい勤務

先と事前に調整のうえ、「特別徴収にかかる給与所得者異動届出書」の「C.特

別徴収継続」欄に転勤先の事業所名と所在地、および何月分から徴収するこ

とになるか、その他必要な事項を記入して、期限までに提出してください。 

 ※ 届出書の提出が遅れると、希望する月から徴収ができなくなりますので、

6 ページにある【届出書の提出期限】を参照のうえ提出してください。提出

が遅れると、納税者に負担がかかることとなります。 

※ 非課税者について異動があった場合でも、異動届出書の提出をお願いし

ます。 

＊税額変更通知とともに変更後の納入書を毎月末日に送付しますので、納付

月及び納期限を確認のうえ、新しく送付されたものをお使いください。 

（納入書は通知日の翌月分以降のものを送付しておりますので、通知日の月

分から特別徴収が開始される場合は、予備の納入書をご使用ください。）                            

異動があった場合は、異動があった月の提出期限までに必ず異動届出書を提出してください。 

（届出の遅れや提出のない場合は、督促状や催告状が出ることがあります。） 

納税者が転勤または退職等で異動した場合の手続き 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
  

  

  

 

 

 

３ 納入方法 

  徴収した翌月 10 日までに納入してください。(10 日が土・日・祝日の場合

は翌営業日) 

用紙は給与にかかる納入書と同一のものを使用し、徴収税額を「退職所得

分」の欄に記入してください。なお、納入書の裏面が納入申告書になってい

ますので忘れずに記入してください。あわせて、「退職所得の源泉徴収票（特

別徴収票）」の提出をお願いします。 

 

４ 納入書裏面の記載例 ※表面の納入書にも記入が必要です。 

納付する年月と退職所得より特別徴収した人員を記入してください。 

退職手当等支払金額、退職

所得から特別徴収した市

民税・県民税の内訳を記入

してください。 

特別徴収義務者の住所（所在地）、氏名（名称）、法人番号 13桁、個人事

業主の場合は個人番号 12桁を記入してください。 

１ 分離課税にかかる所得割の納税義務者 

  退職所得等の支払を受けるべき日の属する年の 1 月 1 日現在に、本市に住

所を有し、退職手当等の支払いを受ける人です。ただし、下記の場合は除か

れます。 

 ①1月 1日現在で生活保護法の規定による生活扶助を受けている人 

 ②死亡により支払われる退職手当等 

  (死亡による退職手当等については相続税の課税対象となりますので、市民

税・県民税は課税されません。) 

 

２ 税額の算出 

税 率 

市民税 

６％ 

県民税 

４％ 

（１，０００円未満端数切捨て） 

※１ 退職所得控除額 

ア 勤続年数が 20 年以下の場合 40 万円×勤続年数(80 万円に満たないとき

は、80万円) 

イ 勤続年数が 20 年を超える場合  800万円＋70万円×(勤続年数－20年) 

   本人が障害者になったことにより退職した場合は、控除額が 

さらに 100万円加算されます。 

※２ 勤続年数５年以下の法人役員等の退職金については、適用なし。 

  勤続年数５年以下の法人役員等以外の退職金については、退職所得控除額

を控除した残額のうち 300万円を超える部分は、適用なし。 

退職所得の金額 

(退職手当等の金額－退職所得控除額)×1/2 

             ※1       ※2 
× 

3 

退職所得の分離課税にかかる市民税・県民税の特別徴収について 
 

退職所得に対する市民税・県民税は、所得税と同様、他の所得と区分して退職手当等を支払う際に事業主（退職手当等の支払者）が税額

を計算し、退職手当等の支払額からその税額を差し引いて納入することとされています。 
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 入社等により、普通徴収から新たに特別徴収することとなった給与所得者

については、「特別徴収切替届出書」を提出してください。 

 

※特別徴収への変更通知は毎月末日に発送いたします。 

普通徴収の納期限がすでに到来した税額については、特別徴収への切替え

はできません。 

 

２ 翌年度から特別徴収を行う場合 

 普通徴収の納期限が経過し、翌年度から特別徴収を行うときは、「特別徴収

切替届出書」の切替理由の５に○を記入し、令和８年 4 月 18日までに提出し

てください。 

  
 

普通徴収から特別徴収への切替えについて 
 

 １ 特別徴収切替届出書の提出期限 

対 象 期 提 出 期 限 ( 必 着 ) 

普通徴収 1期分より切替 

(納期限  6月 30日) 
 6月 18日(水) 

普通徴収 2期分より切替 

(納期限  9月 1日) 
 8月 20日(水) 

普通徴収 3期分より切替 

(納期限 10月 31日) 
 10月 21 日(火) 

普通徴収 4期分より切替 

(納期限 翌年 1月 5日) 
12月 16日(火) 【最終】 

 

１ 給与支払報告書について 

  南陽市への給与支払報告書の提出には、ｅＬＴＡＸがご利用いただけます。ｅＬＴＡ

Ｘを利用するメリットとして、市役所への持参や郵送の手間が省ける、複数の地方公共

団体へ一度に送信できる等がありますので、是非ご利用ください。 

詳細はｅＬＴＡＸホームページ(https://www.eltax.lta.go.jp)をご覧ください。 

２ 所在地・名称の変更に伴う手続きについて 

  事業所の移転に伴う所在地変更や名称等に変更があった場合は、「特別徴収義務者の所

在地・名称変更届出書」を記入し、提出してください。 

３ 納期の特例について 

  給与の支払いを受ける総従業員が常時 10 人未満の場合は、特別徴収税額を年 2 回で

納入することができます。この特例を受けるには申請書を提出し、市長の承認が必要と

なりますので、市民税係までご連絡ください。 

 

４ 納入場所等について 

   市民税・県民税の特別徴収については、次の本店・支店で納めることができます。 

   ＜指定金融機関・収納代理金融機関名＞(順不同) 

・山形銀行 ・きらやか銀行 ・荘内銀行 ・米沢信用金庫 ・東北労働金庫 

・山形第一信用組合 ・山形おきたま農業協同組合 

・ゆうちょ銀行各支店及び銀行代理業を行う郵便局(東北 6県内) 

※ただし、ゆうちょ銀行または郵便局を利用される場合は、その利用するゆうちょ銀行

等に対して別添の指定通知書が必要となりますので、1 回目の納入の際にゆうちょ銀行等

に提出してください。 

そ の 他 



１ 記入上のお願い 

  納入済通知書は機械で直接読み込みますので、記入数字は記入例に 

したがって、黒のペンで丁寧に記入してください。 

         

２ 納入金額に変更がない場合 

  納入金額(1)の欄に金額を印字していますので、納入金額(2)のうち 

「給与分」及び「合計額」の 2 ヶ所を必ず記入のうえ、金融機関等で 

納入してください。 

     

 

 

３ 納入金額に変更がある場合 

  納入すべき額が納入金額(1)の欄の金額と異なるときは、金額が印字 

されていない予備の納入書に納入金額(1)(2)及び何月分の納入かを記入 

してください。 
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４ 注 意 

(1) 納入金額に変更がある場合は、3 連の用紙すべてに金額を記入して 

ください。 

(2) 退職所得分の納入金額があるときは、給与分の納入金額に訂正がない 

場合でも、金額の印字されていない予備の納入書をお使いください。 

*** 

納入書の記載について 
 

1 2 7 0 0 0 

*** 

1 7 6 8 0 0 

11 11 

176,800 

4 9 8 0 0 

1 0 

42,300 

4 2 3 0 0 

 

4 2 3 0 0 
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届 出 書 の 提 出 期 限 
 

 

変更月 提 出 期 限 (必 着 )  変 更 通 知 書 発 送 日 変更月 提 出 期 限 (必 着 )  変更通知書発送日  

 ５月  ５月２１日（水）  ５月３０日（金） １２月 １２月１６日（火） １２月２５日（木） 

 ６月  ６月１８日（水）  ６月３０日（月）  １月  １月２１日（水）  １月３０日（金） 

 ７月  ７月１８日（金）  ７月３１日（木）  ２月  ２月１７日（火）  ２月２７日（金） 

 ８月  ８月２０日（水）  ８月２９日（金）  ３月  ３月１８日（水）  ３月３１日（火） 

 ９月  ９月１８日（木）  ９月３０日（火） 
 翌年度

４月 
 ４月１６日（木）  ４月３０日（木） 

１０月 １０月２１日（火） １０月３１日（金） 
 翌年度

５月 
 ５月１８日（月）  ５月２９日（金） 

１１月 １１月１８日（火） １１月２８日（金）  

  ※税額変更通知とともに変更後の納入書を毎月末日で送付しますので、納付月及び納期限を確認のうえ、新しく送付されたものをお使いください。 

（納入書は通知日の翌月分以降のものを送付しておりますので、通知日の月分から特別徴収が開始される場合は、予備の納入書をご使用ください。） 

【 注意 】 

(1) 給与所得者が退職した場合、必ず「給与所得者異動届出書」の提出をお願いいたします。「給与所得者異動届出書」の提出が遅れますと、納税義務者本人

への納税通知書の送付が遅れ、少ない納付回数で納めなければならなくなります。 

  ※特別徴収納入書を納税義務者本人に渡さないでください。 

(2) 特別徴収の納入先市町村と、新年度の給与支払報告書の提出市町村が異なる給与所得者において、1月以降に退職等の異動があった場合は、「給与所得者異

動届出書」は両方の市町村へ提出する必要がありますのでご注意ください。 

 



  

7 

 

市民税・県民税の計算方法 



 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に該当する方は、市民税・県民税が課税されません。 

イ 1月 1日から 12月 31日までに所得が全くない方 

ロ 1月 1日時点で生活保護法による生活扶助を受けている方 

 ハ 未成年者、障害者、寡婦又はひとり親で、前年の合計所得金額が 135万円以下の方 

市民税・県民税非課税の範囲 

非課税の範囲について 
 

 

次に該当する方は、市民税・県民税の均等割が課税されません。 

1月 1日から 12月 31日までの所得が 

(同一生計配偶者＋扶養親族の数＋1)×28万円＋10万円に控除対象配偶者または扶養親族を有する場合は 17万円を加算した金額以下の方 

市民税・県民税の均等割非課税者 
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次に該当する方は、市民税・県民税の所得割が課税されません。 

1月 1日から 12月 31日までの所得が 

(同一生計配偶者＋扶養親族の数＋1)×35 万円＋10万円に控除対象配偶者または扶養親族を有する場合は 32万円を加算した金額以下の方 

市民税・県民税の所得割非課税者 

 

次に該当する方は、森林環境税（国税）が課税されません。 

・1月 1日から 12月 31日までの所得が 

(同一生計配偶者＋扶養親族の数＋1)×28 万円＋10万円に控除対象配偶者または扶養親族を有する場合は 16万 8千円を加算した金額以下の方 

・上記、「市民税・県民税非課税の範囲」のイ、ロ、ハに該当する方 

森林環境税の非課税者 


